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空前の売り手市場！
人材コンサルタントが分析する

会計士vs税理士
１． 公認会計士の仕事、税理士の仕事
２． 公認会計士試験受験者数推移
３． 税理士試験受験者数推移
４． 就職状況
５． 試験制度比較



社会財務
諸表

企業 作成

公認会計士

社会になりかわって

独立した第三者の立場
で監査業務を遂行

公認会計士の
職業的責任

報酬

公開

コンサルティング

公認会計士の仕事

監査

独占業務： 監査業務。

企業が作成した財務諸表が適正に作成されているかどうかのお墨付きを

与える（意見表明）こと。

監査人としての職業的責任： 社会に対して負う。

監査報酬： 顧客である企業から受けとる。

監査人としての立場： 社会になりかわって独立した第三者の立場で職務を遂行する。
顧客たる企業の立場に立って意見表明してはいけない。
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企業・個人
財務
諸表

作成 納税 国

税理士

報酬 指導・作成 指導

税務申告書作成・代理

経営指導・税務相談
各種コンサルティング

税理士の仕事

独占業務： 税務業務。

税理士としての職業的責任： 顧客に対して負う。

報酬： 顧客である企業・個人から受けとる。

税理士としての立場： 顧客たる企業や個人の立場に立って職務を遂行する。
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合格率
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公認会計士受験者数（短答式受験者+論文式受験者）

公認会計士試験受験者数推移

監査法人の採用枠のみＴＡＣ公認会計士講座キャリアサポートセンター調べ（監査法人のみの採用枠。
税理士法人等は含まず）。その他のデータは金融庁ホームページに公開のデータによる。
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税理士試験受験者数推移

▲10,789人
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25歳以下 26～30歳
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▲11,096人 ▲304人（▲55％）
国税庁ホームページのデータによる。
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就職ガイド ８月就職説明会 11月就活セミナー

参加法人数

2011年 2012年 2013年 2014年

公認会計士就職状況

1

3

4

3

5

6

7

7

5

2011年

2012年

2013年

８月就職説明会ブースサイズ

大 中 小

調査対象 ：ＴＡＣ公認会計士試験合格者のうちで、公認会計士講座キャリアサポートセンター主催の就職関連講座を受講した方
調査時期および調査方法 ：12月中旬・電話による聞き取り調査
2013年は、右のデータ以外に内定社数を確認できていない合格者が34名がいます。 -5-



不問

17%

日商２級

23%

１科目

23%

２科目
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7%

2014年実務要件不問求人の

応募要件（101件）

不問

81%
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2014年夏の求人の実務経験

（124件）
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合同就職説明会参加法人数

就職ガイド夏号 就職ガイド増刊

105
74 70 63

86 95 104
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2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年

就職ガイド掲載求人数

就職ガイド夏号 就職ガイド増刊

税理士就職状況

「会計業界就職ガイド Career 夏号 東日本版」および「会計業界就職ガイド夏号 増刊」に掲載の求人広
告数。同一法人の異なる支店が別広告を出稿したときには別カウントとした。

「会計業界合同就職説明会 夏 東京会場」への求人ブース数。法人都合により当日欠席を含む
2014年は、就職ガイド増刊では就職説明会参加プランを募集せず

111

75
104

79 76
93

88
67

55 54 63
82

「会計業界合同就職説明会Ｃａｒｅｅｒ 2014夏号 東日本版」掲載の求人案件の応募要件（同一法人でも異なる要件での募集は別カウントとした）

115 84
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試験制度比較

資格 日商簿記１級など

実務 会計実務など

短答式 財務会計論・管理会計論・監査論・企業法

論文式
会計学（財務会計論・管理会計論）、監査論、企業法、
租税法および選択科目（経済学・経営学・民法・統計学
のうち１科目）

短答式 無

論文式 有

短答式 合格した翌々年

論文式 合格した翌々年

短答式 15.0%

論文式 37.4%

短答式 年２回（12月と5月）

論文式 年１回（８月）

論文式試験（8月）後：ＴＰＢ主催
合格発表（11月）後：各法人の就職説明会

論文式試験直後から準備し、合格発表後に始動

公認会計士試験 税理士試験

簿記論・財務諸表論および税法３科目（法人税法・所得税法・相続
税法・消費税法・酒税法・国税徴収法・住民税・事業税・固定資産税
の中の３科目。法人税法・所得税法のいずれか若しくは双方が含ま
れていること。その他規定あり）

有無 有

科目

科目
合格
制度

学歴
62単位以上を取得した大学３年以上（法学もしくは経済
学の単位を保持していること）など

短答式

論文式 短答式試験合格者など

誰でも受験できる

一生有効
有効
期限

就職説明会の時期

就職のタイミング

ＴＰＢ主催：試験（８月）直後と合格発表（12月）直後
随時：　各法人主催の就職説明会

２～３科目合格時

受験資格

合格率
（平成25年度）

11.7～22.4％（科目によって異なる）

年１回（８月）頻度
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電子ブックアドレス

http://tacnavi.com/
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